
2 款 1 項 8 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 250,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

本庁舎・第１別館使用電力量（左欄は過去10年間の平均値） kwh 406919 406900 223720 400506
修繕料・工事費 千円 3101 2100 323 1596
光熱水費 千円 15850 16953 8290 14932
燃料費 千円 1702 2137 129 1445

項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 44,553 50,506 25,856 45,704

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 1,627 1,590 795 1,590
国庫支出金 0 0 0

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.20 0.20 0.10 0.20
人件費単価 8,135 7,954 7,954

1,590
合計 0 50,506 25,856 45,704

事業費
直接事業費 42,926 48,916 25,061 44,114
人件費 1,627 1,590 795

改善策の
具体的

取り組み

　庁舎光熱水費の主なものは電気料金である。電気料金削減のため、夏季の空調始動時間を８時３０分以降
にすることで瞬間最大電力量を抑え契約電力の低減を図る。

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

市庁舎における秩序の維持を図るため、庁舎の保全と公務の正常かつ円滑な執行を確保することを目的とす
る。

事業の内容

本庁舎、第1・2・3別館、駐車場の維持、修繕等

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

　新庁舎建設工事が始まり２箇年後には完成予定であるため、庁舎の修繕については緊急性及び必要性を
考慮し最小限に止める。また、新庁舎建設に伴う部署の移動等を計画的に行うため、関係課と事前協議をす
る。

事業の対象 利用者

根拠法令等
庁舎管理規則

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 財務課 電話番号（内線）： 588
記入者情報 所属長： 新田 亮仙 担当責任者： 武智 博

事務事業名 伊予地域事務所管理事業
予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

　平成28年度に新庁舎が竣工する予定であることから、本庁舎に係る修繕費については、引き続き抑制
に努める。　休憩時間帯の消灯やコピー機の電源オフ、冷暖房の稼動条件とする気温設定等従来の取組
みを徹底するとともに夏季の空調設備の稼働時間の調整による瞬間最大消費電力の抑制を継続して光
熱水費の節減に努める。また、消費電力抑制の要請の面からの「ノー残業デー」の徹底に意を注ぐ。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

　新庁舎建設工事が２年後には完成する予定であるため、必要最小限の修繕費に止めることができた。
今年度から、光熱水費について過去10年間と当該年度の使用電力量を比較し経費削減を目指すこととし
た。空調設備の運転時間を短縮することで、平均使用電力量406,919kwhに対し6,413kwh抑えることがで
きた。また、本庁舎にある空調設備（２台）の夏季始動時間を調整し、瞬間最大消費電力量を抑える工夫
も試みており、次年度以降の業務用契約電力の低減が期待できる。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3

目　　標 0 1 1 1
実　　績 0 0.98 0 0

成果指標

成果指標
年間使用電力量（本庁舎、第１別館）÷過去10年間の平均使用電力量

指標設定の
考え方

実績値が目標値を下回ることで、経費の削減につながっていると考えられる。

区分年度 25年度 26年度 27年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


